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※ありがとうございました。（敬称略・順不同）
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【政党・国会議員・弁護団】



国鉄労働組合 第 193回拡大中央委員会 御中 

メッセージ 

 国鉄労働組合 第 193 回拡大中央委員会のご盛会、心よりお慶び申し上げます

とともに、日頃から、国鉄労働組合の皆様には松川委員長を先頭に、交運労協の活

動に対し格段のご支援とご協力を賜っております事に、心から感謝申し上げます。 

 

 さて、私たちの生活を一変させた新型コロナウイルスの感染症から、丸３年が経

過し、いまだ終息が見えない厳しい状況下の中で、国民生活や経済活動を支える

エッセンシャルワーカーとして、安全・安心を第一義に懸命に JR産業に従事されて

いる皆様に心から敬意を表します。 

 

 現在、インバウンドの再開や全国旅行支援等により、人流やサプライチェーンなど

回復の兆しが見えてきましたが、ロシアによるウクライナ侵攻の起因による、原油

や原材料価格の高騰に加え円安等の影響によって、私たちの生活はより厳しさを

増しています。働く者の生活や雇用確保はもちろんの事、今後の離職防止と人材

の確保に向けて、これまで以上に「人財への投資」に重点を置いた取り組みを展開

しなくてはなりません。また、少子・高齢化が加速する中で、コロナ過による輸送人

員の減少と相俟って、地方ローカル線の存続が危機的な状況になっています。現

在、ローカル鉄道の再構築に関する仕組みの創設に向けて、予算を含めた制度改

正や DX・GX 等、課題の解決に向けて議論されており、大きな転換点を迎えてい

ます。交運労協も国鉄労働組合の皆様と共に、持続可能な交通・運輸産業の実現と、

誇りが持てる労働環境の改善に向けて、連携・協働のもと総がかりの取り組みを展

開していきますので、引き続きのご支援とご協力をお願いいたします。  

 

今年は、4月に統一地方選挙が実施されます。交通・運輸産業の大きな変革を迫

られている中で、利用客や自治体を含めたすべての関係者を巻き込んだ取り組み

を全国に広げ、若者に選ばれる産業に転換するためにも、自治体議員との連携は

必要不可欠であり、組織内候補をはじめ推薦する候補者全員の勝利に向けて、共

に頑張りましょう。 

 

結びに、貴拡大中央委員会において、力強い2023春季生活闘争方針が確立さ

れるとともに、国鉄労働組合の益々のご発展と皆様の更なるご活躍を祈念し、連

帯のメッセージとさせて頂きます。 
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